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�宮城県ラムサール条約登録湿地についての現地調査報告
兵庫県弁護士会　永井 光弘

　日本でラムサール条約登録湿地に指定されるには，国
際基準を満たすほか，「地元の賛意」という独自の要件
が必要だ。現実的には，この「地元の賛意」が登録の決
め手となっている。私たちは，2021年11月13，14日，宮
城県の３つの登録湿地を視察し，各湿地について，この
点に関する調査を実施した。
１　伊豆沼
　伊豆沼は1985年に国内で２番目に登録された湿地であ
る。マガンやハクチョウ類が飛来し，特にマガンは日本
に飛来する個体数の90％以上が本沼又は蕪栗沼で越冬す
る。公益財団法人がサンクチュアリセンターを拠点とし
て維持管理を行っている。地元農家にとってはマガン等
の存在は昔からごく当たり前だったため，登録時に大き
な反対はなかったとのことである。公益財団法人が維持
管理を担当し専門の研究員が職員として勤務すること
で，湿地管理に関する継続的な研究活動が行われてい
る。その研究成果が今度は訪れる多くの人々や県内外学
校の環境教育に活かされるという好循環が見られる。伊
豆沼では夜明け直前に数万羽のマガンが一斉に飛び立っ
ていく姿を観察したが，圧巻だった。
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２　蕪栗沼
　蕪栗沼は，周辺水田と併せて2005年に登録された湿地
である。田んぼを中心に据えて登録を目指した初めての
湿地である。それゆえ，鳥による食害について懸念が
あった。大崎市（当時）は事前調査によって被害は些少
にとどまることは見越しながらも，食害補償条例を制定
して農家の懸念を払拭した（現在，補償事例はほとんど
ない。）。登録後には，周辺田んぼにおいて「冬みずたん
ぼ」（冬季も田んぼに湛水する。）の取組を進めて生物多
様性に配慮し，そこで耕作されるコメの付加価値を高め
ている。管理は登録前から活動するNGOが熱心に行っ
ている。ただ，ビジターセンターや案内看板などはオー
バーツーリズムをおそれ，あえて置いていない。鳥の食
害の懸念を消し，米に付加価値を加える，という「地元
の賛意」獲得の一つの形が見えた。
　蕪栗沼では，夕暮れ時に，周辺田んぼからマガンが

次々と沼に戻ってくるねぐら入りを観察したが，見飽き
ることはなかった。
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３　志津川湾
　志津川湾は，2018年に国内52番目に登録された新しい
湿地である。寒流（親潮）と暖流（黒潮）が混ざり合
い，双方の生き物が見られる生物多様性の高い海域であ
る。ガンの中では唯一海で暮らすコクガンの重要な越冬
地となっている。
　南三陸町では生物学や環境への造詣の深い若手の研究
員を任期付公務員として採用し，地域密着型の研究を進め
ている。また，南三陸町，石巻市，環境省の３者によるビ
ジターセンターも運営されており，上記町の研究員や，地
元の若手の漁師の協力の下に環境教育やCEPA（自然の価
値と持続可能な資源利用の在り方を次世代に伝えるための
広報・教育・普及啓発等の活動）の拠点となっている。
　一般に海域の登録の際には漁業者の理解が得られない
ことが多い。しかし，志津川湾では，東北大震災による漁
業の壊滅的打撃のため引退した漁業者も多く，かたや若
手の漁業者は藻場を活かした湾の再生に共感し推進する
立場であり，「地元の賛意」を得やすい土壌があった。む
しろ規制を危惧した県や町の土木課との調整が必要だっ
たとのことである。志津川湾では，豊かに広がる内湾と大
震災後に造られた真新しいコンクリート護岸の対比が印象
的だったが，コクガンを観察できなかったのは残念だった。
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�アイヌ民族権利回復プロジェクトチームの設置
福井弁護士会　笠原 一浩

１　はじめに
　2021年11月，当委員会に「アイヌ民族権利回復プロ
ジェクトチーム」（以下「本ＰＴ」という。）が設置され，
私が座長に就任しました。
２　設置の経緯－アイヌ民族に対する権利侵害の歴史
　本年９月，北海道旭川市で日弁連第64回人権擁護大会
が開催されます。そして本年は，旭川の地で人生の大半
を過ごした知里幸恵氏の没後100周年にも当たります。
彼女は，アイヌ民族に伝わる神謡（ユーカラ）を収集し，
また，アイヌ語のローマ字表記の礎を作ったことで知ら
れています。彼女は「アイヌ神謡集」序文でこう述べて
います。
　「その昔この広い北海道は，私たちの先祖の自由の天
地でありました。…平和の境，それも今は昔…この地は
急速な変転をなし，山野は村に，村は町にと次第次第に
開けてゆく」
　彼女の嘆きは，その後100年を経て，更に拡大した形
で現実化してしまいました。このように，北海道におけ
る自然破壊は，アイヌ民族が自然とともに暮らす権利に
対する重大な侵害とも言うことができ，これは，当委員
会がアイヌ民族の権利について取り組むべき大きな理由
の一つです。
　代表的な例として，二風谷ダム訴訟があります。
　北海道日高地方の平取町・二風谷地区は，チプサンケ
と呼ばれるサケ捕獲のための舟下ろしの儀式を始めとし
て，アイヌ文化が伝承される重要な土地でした。それに
もかかわらず，ダム建設が計画されたことから，計画発
表と同時に，地元のみならず道内のアイヌ民族から強い
反対運動が起こりました。
　このうち，特に強固に反対したアイヌ民族の土地所有
者に対して，北海道開発庁（当時）は1987年，土地収用
法に基づき強制収用に着手したため，土地所有者等は
1993年５月，土地収用を行う北海道収用委員会を相手に
札幌地方裁判所へ行政訴訟を起こしました。いわゆる

「二風谷ダム建設差し止め訴訟」です。
　また，アイヌ民族が歴史的に主食としてきたサケなど
の漁労に関し，歴史的に形成してきた自治的集団（コタ
ン）がその歴史的権利を回復することも大きな課題であ
り，一昨年，アイヌ民族の団体により，サケ捕獲権確認
訴訟が札幌地方裁判所に提起されています。
　アイヌ民族は，北海道など日本の北部に住んできた先
住民であり，アイヌ語を母語としますが，明治時代以
降，日本政府の政策により「和人」（日本人の意味）が

大量に北海道に入植・開拓するようになり，アイヌ民族
の居住地域は狭められていきました。アイヌ民族が従来
から居住していた土地は官有地とされ，アイヌ語を始め
としたアイヌ民族の独特の習俗・文化は否定されるよう
になりました。
　1997年５月14日になって，「アイヌ文化の振興並びに
アイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法
律」が制定・公布されましたが，この法律はアイヌ民族
の法的な意味における「先住権」を認めておらず，単な
るアイヌ民族の文化振興を目的とするものにすぎません
でした。
　その後の国際的な動きを受け，政府はアイヌ民族を

「先住民族」と初めて明記した「アイヌ民族支援法」（ア
イヌ新法）を2019年の国会に提出し，同法は可決成立し
ました。同法では伝統的な漁法への規制の緩和なども盛
り込まれていますが，一方で，先住権の保障は盛り込ま
れておらず，また，アイヌ語に学び，触れる機会の保障
など，アイヌ文化振興のための積極的な政策も明記され
ていません。また，同法の制定過程におけるアイヌ民族
の参加は，意見聴取が行われるにとどまり，アイヌ民族
が主体的に法律の草案を作成する機会は与えられていま
せんでした 。
３�　当プロジェクトチームの活動予定－アイヌ民族の権
利回復に向けて

　まず，当委員会として，本年の人権擁護大会におい
て，アイヌ民族の権利回復を目指す決議を採択すること
の提案を行うことを目指します。まだ決議案の内容は本
ＰＴ内でも議論の最中ですが，例えば次の点を盛り込む
ことが考えられます。
⑴ �アイヌ民族の集団としての権利を認める。
⑵ �アイヌ民族の社会的地位を改善する。
⑶ �アイヌ語教育を受ける権利を保障し，アイヌ語を保

存し，発展させる。
⑷ �独立国における原住民及び種族民に関する条約（ILO

第169号）を批准し，条約内容を実現する国内法を整
備する。

⑸ �先住民族の権利に関する国際連合宣言を具体化する
ため，アイヌ民族（民族集団含む。）の土地や自然資
源に対する権利などを保障する。

　そして，本ＰＴとしては，人権擁護大会での決議にと
どまらず，その実現のための活動にも取り組んでいきた
いと考えています。




